
偏在是正と医師確保を図るための施策

❶ 地域偏在の是正

○キャリア形成プログラムによる医師の配置調整の実施（Ｒ３～）
○県立病院機構による医師派遣の推進 ○医師派遣推進事業
○専攻医等の連携病院への適切なローテートの推進
○専門研修地域連携病院への指導医派遣への支援（Ｒ２～）
○ドクターバンク制度による医師の紹介 ○自治医科大学卒業医師の配置調整

❷ 必要医師数の確保

○山梨大学医学部等での地域枠制度の継続
○山梨県医師修学資金制度の改正による医師の定着促進（Ｒ２～）
（ 地域枠入学者は第2種に限定、専門研修の県内必修化、修学資金返還時の利息の設定等）

○中高校生を対象とした医学部進学セミナーの開催 ○初期臨床研修体制の充実
○山梨大学医学部生を対象とした在宅医療体験研修の実施
○魅力ある臨床研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの創設に向けた研修病院の連携
○若手医師の海外留学支援 ○研修資金の貸与（外科、産科、麻酔科、総合診療科）
○県内統一産科専攻医研修プログラムの運営に助成
○分娩手当、ＮＩＣＵ手当を支給する医療機関に助成

❸ その他

○地域医療対策協議会主導による推進体制の構築
○医療勤務環境改善ｾﾝﾀｰを中心に勤務環境改善への支援

情報提供・共同利用計画

○ 医療機器の効率的な活用のため、国が
指定する医療機器の保有状況等を情報提供
＜国が指定する医療機器＞

・ＣＴ ・ＭＲＩ ・ ＰＥＴ ・ マンモグラフィ
・放射線治療（ﾘﾆｱｯｸ・ｶﾞﾝﾏﾅｲﾌ）

○ 医療機器を新規購入または更新しようとす
る医療機関には、各医療機器の備付届提出
時に共同利用計画書の提出を求める

第７次山梨県地域保健医療計画一部改訂版（医師確保計画・外来医療計画）の概要（案）
１ 基本的事項

２ｰ１ 医師確保計画

区分 産科及び小児医師偏在指標
医師少数県（区域）
※下位１／３が該当

偏在対策基準医師数
※下位１／３が設定

医師確保の方針

産

科

全 国 １２．８

該当しない 設定不要

医師少数県（区域）に該当しないが、身近
な地域で安心安全な分娩ができる体制を
維持するため、既存の医師確保対策を
継続し、安定的な医師の確保と地域偏在
の是正を図る

山梨県 １４．０ ９位 /４７都道府県

周産期
医療圏

国 中 １４．５ ６７位 /２７８医療圏

富士東部 １２．４ １０１位 /２７８医療圏

小

児

科

全 国 １０６．２

該当しない 設定不要

医師少数県（区域）に該当しないが、全国
でも先進的な初期救急体制（センター化
体制）を維持するため、既存の医師確保
対策を継続し、安定的な医師の確保と地
域偏在の是正を図る

山梨県 １２９．１ ５位 /４７都道府県

小 児
医療圏

国 中 １３１．９ ３７位 /３０７医療圏

富士東部 １１２．８ ８９位 /３０７医療圏

区分 外来医指偏在指標
外来医師
多数区域

※上位1／3が該当

新規開業者に協力を求め
る外来医療機能

二
次
医
療
圏

全国 １０６．３

中北 １０８．０ ９４位 /３３５医療圏 該当する 初期救急、在宅医療

峡東 １１１．０ ７９位 /３３５医療圏 該当する 初期救急、学校医

峡南 １０９．６ ８７位 /３３５医療圏 該当する
初期救急、在宅医療
学校医、感染症対策富士東部 １０７．８ ９７位 /３３５医療圏 該当する

○ 計画の位置付け 第７次山梨県地域保健医療計画（現行計画）の一部として策定する

【外来医療計画】 同法同条同項第10号 外来医療に係る医療提供体制の確保に関する事項○ 計 画 期 間 3年間 （今計画は、現行医療計画の計画期間との整合から4年間 （ 2020年～2023年 ））
【医師確保計画】 医療法第30条４第2項第11号 医師の確保に関する事項

○ 策定の経緯 全国ベースで医師の多寡を統一的、客観的に比較、評価した新たな指標を算出し、データ（指標）に
基づいた医師の偏在対策を行うため、H30.7の改正医療法の規定により策定することとされた

３ 外来医療計画

新

○ 多数区域の新規開業医師には、開設届または許可申請時等に、当該区域で不足する
外来医療機能を担う旨の同意を求める

区分 医師数
（人口10万対）

医師偏在指標 県区域の位置付け

人口10万対
医療施設
従事医師数
（２０１６）

人口10万対の医師数をベース
に、性別、年齢、受療率、患者
の流出入等を加味した新たな
指標

医師偏在指標の順位により設定
上位１/３ 医師多数
下位１/３ 医師少数
そ の 他 中間

全 国 ２４０．１ ２３９．８ － －

山梨県 ２３１．８ ２２４．９
２８位
/47都道府県

中間県

二
次
医
療
圏

中
北

２９１．２ ２６０．５
５６位
/335医療圏

医師多数区域

峡
東

１９０．７ １６３．１
２１７位
/335医療圏

中間区域

峡
南

１１４．２ １７３．８ １８０位
/335医療圏

中間区域

富
東

１４３．４ １９４．２
１１８位
/335医療圏

中間区域

医師数
（実数）

標準化医師数
（２０１９年）

必要医師数
（２０３６年）

（参考）
（２０２３年）

医療施設
従事医師数
の実数
（２０１６）

実医師数をベース
に医師の性別、年
齢ごとの労働時間
を加味した医師数

将来時点（２０３６
年）の医療需要を勘
案した必要医師数

（２０３６年の
必要医師数を機
械的に按分）

３０４,７５９ ３０６,２６９.7 －

１,９２４ １,９４３
２，０７５
（＋１３２）

１，９７６
（＋３３）

１,３５０ １,３８８．９ １，３５９

２５８ ２４７．５
３６６

（＋１１８．５）
２７７．５
（＋３０）

５９ ５７．７
６１

（＋３.３）
５８．７
（＋１）

２５７ ２４８．９
２８６

（＋３７.１）
２５８．９
（＋１０）

○ 国では、全国一律の計算方法により、中北医療圏を医師多数区域、他の医療圏
を中間区域と位置付けたが、

① 医師多数と位置付けられた中北医療圏内でも、医師が少ない地域があること

② 中間区域と位置付けられた医療圏であっても、
ⅰ） 身近な地域に医療機関が少なく、仕方なく他地域で受診している患者が、

受診先医療圏の医療需要とされていること
ⅱ） 大学病院等から非常勤派遣されている医師は、派遣元医療圏の医師数

としてカウントされていること

に留意する必要がある

○ このため、今後の施策展開にあたっては、これらの状況を踏まえ、地域の医療
状況を注視しながら進めていくことが必要

○ 国が定めた新たな医師偏在指標 ○ 国が定めた必要医師数 ○ 国が示した新たな指標に対する留意事項

新

新

新

新

新

○ 医療機器の効率的な活用

２ｰ２ 産科及び小児科における医師確保対策

医師確保の方針

山梨県全域
○県内の偏在是正
○ 2036年における必要医師数の確保

二
次
医
療
圏

中
北

甲府市
中央市

他の医療圏からの医師確保は行なわず、他の医療圏又は同一
医療圏内への医師派遣等により偏在是正を図る

その他
の地域

同一医療圏内での医師派遣等により偏在是正を図る

峡東、峡南、
富士・東部

中北医療圏からの医師派遣による偏在是正と2036年における
必要医師数の確保を図る


